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第1章  はじめに 

我が国では、国際放射線防護委員会（ICRP）がその時々に示す勧告を取り入れ、「放射性同

位元素等の規制に関する法律」 [1]（以下、「RI 規制法」とする。）が改正されてきた。現在、

RI 規制法や同法を実施するための政令、省令等を含めた国内法令については、1990 年勧告[2]

を取り入れて定められているが、これに置き換わる 2007 年勧告[3]が平成 19 年に ICRP より

公開された。そこで、原子力規制委員会の下に設置されている放射線審議会では、2007 年勧

告を国内法令に取り入れるための議論が進められている。こうした状況の下、原子力規制庁

では、放射線規制・放射線防護による安全確保のための調査研究を体系的かつ戦略的に実施

するために、放射線安全規制研究戦略的推進事業（以下、「戦略的推進事業」とする。）を平成

29 年度に創設した[4]。この事業の発足にあたっては、原子力規制委員会や放射線審議会等が

明らかにした技術的課題の解決につながるような研究を推進するとともに、研究活動を通じ

た放射線防護分野の研究基盤の強化を図ることにより、最新の知見の国内制度への取入れや

規制行政の改善につなげていく方針が示された。全体的な方針に加え、課題を解決するため

の重点テーマが具体的に示され、その一つとして「内部被ばく線量評価コードの開発に関す

る研究」が設定された。このテーマの説明の中で、得られた成果については、告示「放射線を

放出する同位元素の数量等を定める件」[5]（以下、「RI数量告示」とする。）の内部被ばくに

関する濃度限度等の防護基準値を 1990 年勧告に基づく ICRP 刊行物に収載の実効線量係数

（放射性核種 1 Bq 摂取あたりの預託実効線量）を取り入れた数値[6,7]から 2007 年勧告を踏ま

えた数値に改正する際に活用する方針が示された。また、防護基準値の改正後は、事業者等

では 2007年勧告を踏まえた被ばく線量評価及び管理を実施する必要があるため、開発される

内部被ばく線量評価コードを平時及び事故時の放射線防護における内部被ばく線量評価手法

として活用する方針も示された。 

このテーマに対し、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下、「原子力機構」とす

る。）が平成 29年度からの 4ヶ年で実施する研究計画を提案し、これが採択された [8]。同事

業の成果として、原子力機構は、2007年勧告に基づく線量評価モデルやデータを用いて実効

線量係数を計算する機能、及び内部被ばく発生時の個人モニタリングの結果から放射性核種

の摂取量を推定して被ばく線量を評価する機能を開発し、両者を統合させるとともに操作性

や利便性を向上させる機能を整備することで、内部被ばく線量評価コード、IDCC（Internal 

Dose Calculation Code）を完成させた [9–12]。一方、当該テーマのプログラムオフィサー（PO）

や戦略的推進事業の評価委員会より、開発したコードの普及・利用の促進を期待するコメン

トが多くあった[12]。 

そこで、令和 3 年度は、放射線対策委託費（内部被ばく線量評価コードの高度化及び運用・

普及促進）事業により、IDCCの高度化に向けた作業に加え、IDCCの運用に係る体制の構築

及び普及・利用促進に関する検討を実施した[13]。この中で、IDCCをより容易に、幅広く利

用してもらうための取り組みとしてコード簡易版の開発に着手するとともに、IDCCの提供体

制や普及促進策に関する検討を実施した。令和 4 年度放射線対策委託費（内部被ばく線量評

価コードの運用・普及促進）事業は、令和 3年度までの IDCCに関する事業のうち、運用・普

及促進に係る項目を実施していくこととし、これを原子力機構が受託した。本報告書は、令

和 4 年度事業の成果を取りまとめたものである。本章に続く第 2 章では、本事業の開始に至



 

2 

 

る経緯及び令和 4 年度の事業計画を記す。第 3 章及び第 4 章では、アンケート調査の実施結

果及び講習会の内容に係る検討結果をそれぞれ報告し、第 5 章では設置した検討委員会及び

国際会議における外部発表について記す。最後に、第 6章で全体のまとめを述べる。 
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第2章  内部被ばく線量評価コードの運用・普及促進事業 

2.1  これまでの経緯 

2.1.1  内部被ばく線量評価コードの概要 

平成 29 年度から令和 2年度までの放射線安全規制研究戦略的推進事業費（内部被ばく線量

評価コードの開発に関する研究）事業において、原子力機構は、以下に示す機能を順次開発

して統合させた内部被ばく線量評価コード、IDCCを完成させた [9–12]。 

 放射性核種とその化学形、摂取経路に応じて実効線量係数を計算する機能（以下、「線

量係数計算機能」とする。） 

 個人モニタリングの結果から核種の摂取量を推定する機能（以下、「核種摂取量推定機

能」とする。） 

 ユーザーの操作性や利便性を鑑みた機能 

線量係数計算機能は、2007 年勧告に基づく線量評価モデルやデータを参照して実効線量係

数等を導出するものである。核種摂取量推定機能は、ホールボディカウンターや尿バイオア

ッセイ等の個人モニタリングの結果から核種の摂取量を推定し、さらに摂取条件に応じた実

効線量係数を導出して推定摂取量に乗じることで預託実効線量を推定するものである。これ

らの機能の妥当性については、戦略的推進事業の中で検証が進められた[9–12]。また、ユーザ

ーの操作性や利便性を鑑みた機能として、2つの機能を統合させるとともに、線量評価用パラ

メータや核種の摂取条件、モニタリングの測定値等を入力し、計算結果を出力・表示するた

めのグラフィカルユーザーインターフェース（GUI）を整備した[11,12]。さらに、取扱いマニ

ュアルや例題集を整備することに加え、ユーザーが IDCCを容易に導入できるようWindows、

MacOS 及び Linux マシン向けのインストーラを用意した[12]。なお、専門家から得られた意

見を基に、IDCCのすべての機能が使用可能なフル機能版と、モデルやデータの編集機能を制

限して ICRP の既定の条件のみによる評価が可能な機能制限版の 2 つのエディションを用意

した[12]。 

一方、2007 年勧告に基づく線量評価用モデル・データ及び実効線量係数に関する検討は

ICRPにおいて継続中であり、今後 ICRPから公開されるモデルやデータを IDCCに組み込み、

作業者と公衆についてすべての元素に対する実効線量係数の計算を可能とさせる必要がある。

これらの IDCC の更なる改良や検証について、令和 4 年度は、放射線対策委託費（被ばく線

量評価コードの開発）事業において遂行された。 

2.1.2  コードの運用・普及促進に係る検討 

令和 2 年度までの戦略的推進事業を通じて、事業を統括する PO との会合、研究評価委員

会、専門家との意見交換の場等で、IDCCの管理運用体制や普及促進活動について有益な意見

やコメントが得られた。その中で、利用希望者の持つ専門知識の程度を考慮することの必要

性、重要性に係る指摘が多くあった[12]。具体的には、内部被ばく線量評価の専門家にとって、

2007 年勧告に基づく線量評価モデルやデータを編集可能なことは有用となる一方、提供する

側が意図しないデータの改変等により、現実的でない数値が流布される懸念が指摘された。
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そこで、機能制限のないフル機能版に加え、データの編集等を制限し、ICRP による既定の摂

取条件のみ計算可能な機能制限版を用意し、利用者の持つ専門知識に応じて提供する運用と

した。また、コードの提供に関しては、利用許諾条件や普及促進方法等を検討することの必

要性が指摘されるとともに、商用利用における対価の取得、国外提供で生じる輸出管理等へ

の懸念が指摘された。 

これを受けて、令和 3 年度事業では、放射線防護や内部被ばく線量評価に携わる専門家で

構成する検討委員会を設置し、IDCCの提供に係る体制及び構成の構築について検討した[13]。

コードの維持管理については、今後 ICRP より公開される線量評価用のモデルやデータの

IDCC への組込み等による高度化が完了するまで、原子力機構が担当することとした。また、

IDCCの提供体制については、既存の原子力機構開発コードの公開に係る枠組みを利用するこ

ととした。すなわち、IDCCを一般財団法人高度情報科学技術研究機構の原子力コードセンタ

ー（以下、「コードセンター」とする。）の登録コードとし、国内向けの提供に係る窓口対応は

コードセンターが実施することとした。このとき、フル機能版の提供にあたっては、「内部被

ばく線量評価に関する技術的能力を有すること」を限定条件とすることとした。具体的には、

利用申請者の論文や学会発表等の専門的な活動実績の有無について、原子力機構の IDCC 開

発担当者が確認することとした。なお、国外向けの提供については、IDCC 開発担当者が個別

に対応することとした。 

提供に係る対価については、試験、研究の用途（以下、「研究目的」とする。）による利用申

請に対しては無償で提供することとした。ただし、利用申請者は、コードセンターに対し、

配付手数料として 13,420 円（税込、令和 5年 3月現在）を負担する必要がある。また、商用

目的に係る提供については、原子力機構の規程に則り、使用料等について個別に決定して徴

収したうえで提供することとした[13]。 

普及促進に係る取り組みとしては、検討委員会において、効率的な普及促進策を立案、実

行していくためには、潜在的なユーザー数やコードへのニーズを把握することの重要性が指

摘された。そこで、普及促進策のひとつとして、IDCCの使い方に関する講習会の開催につい

て検討した。これについて、検討委員会では、ユーザーの理解をより深めることを目的に、

コードの使い方に関する講義に先立ち、ICRPが構築する放射線防護体系、特に実効線量等の

防護量に関する解説や、内部被ばく線量評価の技術や手法に関する講義を実施することが提

案された[13]。 

以上の検討結果を踏まえ、令和 4年度は、IDCCへのニーズの把握を目的としたアンケート

調査を実施するとともに、講習会の内容を策定することとした。 
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2.2  令和 4年度の事業計画 

前節に記したこれまでの経緯を踏まえ、令和 4 年度の放射線対策委託費（内部被ばく線量

評価コードの運用・普及促進）事業により、下記の項目を進める。 

(1) 内部被ばく線量評価コードの普及に関する検討委員会の設置・運営 

コードの普及・利用促進に向けて「内部被ばく線量評価コードの普及に関する検討委員会」

を設置し、以下の事項について検討を行い、委員会における議論を基に意見を集約するとと

もに必要に応じて具体化のための方策等について調査し、方法や手法等をとりまとめる。 

 コード利用者のための講習会の実施内容について 

 コードへの要望・ニーズ調査のためのアンケートについて 

委員は 5 名程度とし、内部被ばく線量評価に関する知見や経験を有する研究機関及び大学

等の専門家により構成する。委員会は 2回程度開催する。 

(2) アンケート調査の実施 

IDCC への要望やニーズ調査に関するアンケート内容を策定するとともに、10 程度の関係

学協会を通じてアンケート調査を実施し、結果を取りまとめる。 

(3) コード利用者のための講習会の実施内容の策定 

コードの取扱い方法の解説に加え、内部被ばく線量評価の概要に関する講義内容について

検討し、実施内容を策定する。 

(4) 学会等における成果発表 

放射線防護に関連する学会等において本事業の成果を必要に応じて発表する。 

参加した学術会議に関する発表資料等を付録 4に収録する。 
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第3章  アンケート調査 

3.1  目的 

令和 3年度事業における検討では、IDCCの国内への提供は、コードセンターを通じた体制

とする方針とした。機能制限版の提供にあたっては、利用希望者の申請理由が研究目的であ

れば、コードセンターの窓口担当者が提供までの対応を実施するため、IDCC 開発チームの負

担は発生しない。しかしながら、フル機能版の提供にあたっては、利用希望者の申請理由に

加え、専門知識の程度を確認する必要が生じ、開発チームに業務が発生する。また、利用希

望者がコードセンターを通じて IDCC を入手する場合に発生する手数料が普及の妨げになる

可能性があり、手数料の発生しない開発チームによる個別対応による提供に移行することも

考えられる。この場合、個別対応のための人的資源が必要となる。このような背景から、効

率的な提供体制の検討に有益な情報を得るため、アンケート調査を通じて利用希望者のニー

ズを把握することとした。 

また、IDCC を適切に利用してもらうためには、ユーザーに対し、ICRP が構築する放射線

防護体系、特に防護量の概念[3]について正しく理解してもらう重要性が指摘された。そこで、

利用希望者に対して、コード使用にあたって必要となる基本的な知識として、防護体系の理

解促進を兼ねた内部被ばく線量評価法の概説（講義）も合わせて実施することが提案された。

さらに、令和 2 年からの新型コロナウイルス感染症の拡大を受けて、オンラインによる研修

やセミナーが一般化してきた。講習会をオンラインで開催することは、講習会への参加障壁

を著しく減少させ、普及を促進させる可能性はある。一方、講習中の受講者のつまづきの感

知や確認等では、対面の講習会と比較した場合はデメリットになり得る。そこで、利用希望

者の講習会における内部被ばく評価法に関する講義の受講意欲や、実施形態に関する希望等

を把握することも目的として、アンケート調査を実施した。 

3.2  調査内容の策定 

3.2.1  実施方法 

令和 3 年度事業における検討委員会において、アンケート調査は、回答者の負担が少ない

ウェブ形式での実施が提案された。また、日本保健物理学会では、Google フォームを用いた

ウェブ形式のアンケート調査を行った実績があることが紹介された。Google フォームは、ウ

ェブベースのアンケート作成・管理ソフトウエアであり、無料で利用が可能である。ウェブ

上で対話形式の簡単な操作によりアンケートサイトを作成することができ、集計も自動で行

える。作成したアンケートサイトの URLをメーリングリスト等で展開することで、アンケー

ト調査が可能となる。 

作成したアンケートサイトの展開先については、令和 3 年度検討委員会において、放射線

や被ばく線量評価に関連する分野を含む以下の学協会が提案された。 
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・日本アイソトープ協会  ・日本核医学会    ・日本核医学技術学会 

・日本救急医学会   ・日本原子力学会    ・日本放射線安全管理学会 

・日本放射線影響学会  ・日本放射線事故・災害医学会 ・日本保健物理学会 

そこで、アンケートサイトを作成後、上記学協会の事務局に対し、学協会内のメーリング

リスト等を通じてアンケート調査の URLを展開するよう、依頼することとした。 

3.2.2  質問項目及び選択肢の作成 

令和 4 年度の第 1 回検討委員会（第 5 章を参照）においてアンケートの質問項目について

議論し、以下のとおり設問及び選択肢を設定した。□と〇は、それぞれ選択肢が複数選択可

能であること、択一式であることを意味している。 

(1) 回答者の属性について 

① 所属学協会（複数選択可） 

□ 日本アイソトープ協会 □ 日本核医学会    □ 日本核医学技術学会 

□ 日本救急医学会  □ 日本原子力学会    □ 日本放射線安全管理学会 

□ 日本放射線影響学会 □ 日本放射線事故・災害医学会  □ 日本保健物理学会 

□ 所属学協会なし  □ その他（自由記述） 

② 所属機関（複数選択可） 

□ 大学・学校法人  □ 研究開発法人  □ 国・地方自治体 

□ 病院・医療法人  □ 公益法人・NPO  □ 民間企業 

□ その他（自由記述） 

③ 職種（複数選択可） 

□ 医療  □ 教育  □ 研究・開発  □ 技術（放射線管理） 

□ 技術（放射線管理以外） □ 営業   □ 事務 

□ 学生  □ その他（自由記述） 

(2) 業務内容について 

① 業務における内部被ばく線量評価との関連（複数選択可） 

□ 被ばく線量管理 □ 施設管理（許可申請等） □ 研究開発 

□ 医療   □ 教育・演習    □ 原子力災害対応 

□ 関連はない  □ その他（自由記述） 

② 内部被ばく線量評価コード・データベースの利用経験（複数選択可） 

□ MONDAL（パッケージ版）[14] □ グラフ検索フォーム（MONDAL のウェブ版）[15] 

□ IMBA [16]  □ INDES/IDEC [17]  □ DCAL [18] 

□ ICRP Database of Dose Coefficients [19]  □ ICRP OIR Data Viewer [20] 

□ CODORmed [21] □ 使用経験なし  □ その他（自由記述）  
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(3) IDCCへのニーズについて 

① 入手希望（択一式） 

〇 手数料（商用であれば使用料）を払ってフル機能版を入手したい 

〇 手数料不要であればフル機能版を入手したい 

〇 手数料（商用であれば使用料）を払って機能制限版を入手したい 

〇 手数料不要であれば機能制限版を入手したい 

〇 その他（自由記述） 

② 使用目的（複数選択可） 

□ 線量評価研究  □ RI を使った実験の計画立案  □ 線量・被ばく管理 

□ 施設管理   □ 業務従事者の教育・研修  □ 学生の教育・演習 

□ その他（自由記述） 

(4) 講習会について 

① 実施形態（択一式） 

〇 対面式（東京近郊、東海村等、旅費は参加者負担）  〇 オンライン 

〇 対面式・オンラインどちらでも  〇 受講を希望しない 

〇 その他（自由記述） 

② 内容・構成の希望（択一式） 

〇 使い方講習会・線量評価法の解説  〇 使い方講習会のみ 

〇 線量評価法の解説のみ    〇 受講を希望しない 

〇 コードを入手しないため不要   〇 その他（自由記述） 

③ 講習会への希望・要望等（自由記述） 

 

3.2.3  アンケートサイトの作成 

アンケートサイトでは、3.2.2項の(1)から(4)に分類した質問群ごとにページを設けた。3.2.2

項(3)の IDCCへのニーズに関する質問群のページでは、冒頭に以下の説明を加えた。 

・IDCCはフル機能版と機能制限版があること 

・フル機能版はモデルやデータの編集が可能であるが、提供には条件があること 

・IDCCは無償提供であるが、配付手数料が必要であること 

また、3.2.2 項(4)の講習会に関する質問群のページでは、冒頭に以下の説明を加えた。 

・使い方講習会では演習を通じて使い方の説明を行うこと 

・内部被ばく線量評価法の解説では実効線量の概念や実効線量係数導出手順等を説明すること 

・参加費は無料とする計画であること 

最後に、連絡先に係るページを用意した。実際に作成したウェブサイトを図 3-1から図 3-6

までに示す。 
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図 3-1 アンケートサイトのトップページ 
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図 3-2 回答者の属性に関する質問のページ 
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図 3-3 回答者の業務内容に関する質問のページ 
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図 3-4 IDCCへのニーズに関する質問のページ 
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図 3-5 講習会の内容に関する質問のページ 
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図 3-6 連絡先に関する質問のページ 

3.3  調査の実施 

3.3.1  学協会への調査協力依頼 

令和 4 年 11 月中旬に、3.2.1 項に示す各学協会に対し、アンケート調査への協力を依頼し

た。回答期限は令和 4年 12月末までとした。依頼は、各学協会が用意しているウェブページ

の問合せフォームまたは問合せメールアドレスを利用して行った。各学協会から以下の協力

を得られた。 

より積極的な協力を得るためには、各学協会の役員等から事務局に働きかけてもらう等、

方法によっては展開先を増やすことができた可能性もある。 

・一般社団法人日本救急医学会 

内容が専門的であるが、学会内に設置されている原子力災害対応特別委員会にとっては回

答が可能かつ情報提供が有用と判断され、委員会内で展開された。 

・一般社団法人日本原子力学会 

保健物理・環境科学部会に周知依頼を行い、展開された。 
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・一般社団法人日本放射線影響学会及び一般社団法人日本保健物理学会 

メーリングリストを通じて、全会員に展開された。 

3.3.2  結果 

得られた回答数は 38 であった。12月末までに 34 件の回答があり、1月中旬に 38件となっ

て以降、新規回答はなかった。各設問に対する回答の集計結果を以下に記す。 

(1) 回答者の属性について 

① 所属学協会（複数選択可） 

 
図 3-7 所属学協会の回答結果 

② 所属機関（複数選択可） 

 

図 3-8 所属機関の回答結果 
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③ 職種（複数選択可） 

 

図 3-9 職種の回答結果 

放射線防護分野の研究開発の従事者が多かったが、放射線管理等の技術系、医療系、教育

関係も一定数含まれていた。大学や研究開発法人に所属している人が大半であったが、民間

企業等に所属する者も少数含まれていた。 

(2) 業務内容について 

① 業務における内部被ばく線量評価との関連（複数選択可） 

 

図 3-10 業務における内部被ばく線量評価との関連に関する回答結果 

② 内部被ばく線量評価コード・データベースの利用経験（複数選択可） 

 

図 3-11 内部被ばく線量評価コード・データベースの利用経験に関する回答結果 
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回答者の業務内容は、被ばく・施設管理、研究開発、医療、教育等があまり偏りなく存在し

た。原子力災害対応が突出して多い理由は、IDCC開発チームが所属する JAEA内の研究グル

ープからの回答が多かったためと推察される。コードの利用経験については、有償コード

（IMBA [16]、OLINDA [22]）に比べ、無償コード（MONDAL [14]、ICRPのコード・データベ

ース [19,20]）の利用経験者が明確に多かった。また、利用経験が無い者も多かった。 

(3) IDCCへのニーズについて 

① 入手希望（択一式） 

 

図 3-12 入手希望に関する回答結果 

② 使用目的（複数選択可） 

 

図 3-13 使用目的に関する回答結果 

手数料を負担してでもフル機能版を利用する者が多かった。一方、機能制限版を希望する

者は、手数料なしを希望する者が多かった。使用目的については研究用途が最も多いが、実

務や教育といった回答数も多かった。 
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(4) 講習会について 

① 実施形態（択一式） 

 

図 3-14 講習会の実施形態に関する回答結果 

② 内容・構成の希望（択一式） 

 

図 3-15 講習会の内容・構成に関する回答結果 

③ 講習会への希望・要望等（自由記述） 

· 出張講習会を開催して欲しい。 

· 講習会後の親睦会も開催して欲しい 

· マニュアルを読むだけで理解が難しい場合は講習会を受講したい。 

· しっかり習得できるよう、必要十分な時間をかけて欲しい。 

 

講習会の実施形態については、対面、オンラインともにニーズは高かった。内容について

は、コードの使い方と線量評価の概説の両方を希望する割合が非常に大きかった。 
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3.3.3  アンケート調査結果の分析及び考察 

アンケート調査の結果から、以下のとおり分析、考察した。 

ユーザー層として、研究開発系、実務系、教育系の幅広い層に見込まれることが分かった。

IDCCのエディションについては、フル機能版のニーズの方が高かったが、機能制限版にも一

定のニーズがあることが分かった。機能制限版は配付に係る制限条件がないため、普及促進

のためにも二つのエディションを用意することが有効であると考えられる。 

IDCCの提供はコードセンターによるコード配付の枠組みを利用するため、手数料が発生す

るが、機能制限版で十分と考えるライトなユーザー層には、手数料への負担感が大きいこと

を示唆する結果となった。講習会を通じた配付では手数料不要にすることが可能なため、講

習会への参加に対するメリットとして強調するような周知活動を進める必要がある。一方で、

本調査のアンケートの回答数を考慮すると、初期の利用希望者数で 30 から 50 人程度、その

後の新規の利用希望者数は多くて年間 10人程度と予想される。この場合は、手数料が不要と

なる開発チームによる個別対応での配付としても人的資源が不足するおそれは低いと考えら

れる。数年間の利用希望状況をみた上で、今後の検討課題とする。 

過去のコード利用経験に関する回答結果からは、普及促進に関してコードが無償であるこ

との優位性が示唆された。IDCCについて、今後も無償とする方針を堅持すべきと考えられる。 

利用希望者のうち、一定数は既存コードの利用経験がないと推察された。今回のアンケー

ト調査をきっかけに IDCC を認知したことが利用希望につながったと推察される。したがっ

て、普及促進のための取り組みとして、認知度向上に向けたプロモーション活動が重要かつ

有効であると考えられる。 

講習会の構成については、コードの使い方に関する講義の前に被ばく線量評価法の概説を

実施する 2 部構成がよいと考えられる。また、第 4 章で記すように、講習会を企画、実施す

るにあたって、当面は対象者を分別することなくひとつの内容で講習会の資料を作成するこ

とを計画しているが、今後、対象者のバックグラウンド等を考慮して、より特化した内容を

検討する必要が生じる可能性もある。 

実施形態については、対面、オンラインともにニーズはあるが、オンラインを希望する者

の割合が若干高い結果となった。対面では、講師が受講者の様子を直接確認でき、受講者の

フォローが容易となるメリットがある。一方、オンラインでは、受講者のフォローが不十分

になるおそれはあるが、参加に対する障壁が少なく、より多くの参加者を確保しやすいとい

うメリットがある。当面はオンラインで実施することとし、状況や要望に応じて対面での開

催も検討していくことが適切であると考えられる。 
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3.4  まとめ 

令和 3 年度事業の検討委員会において、効率的、効果的なコードの運用・普及促進には、

想定ユーザー層に対するコードへの要望、潜在的ニーズの調査が必要との指摘を受け、放射

線防護や線量評価に関連のある学協会にアンケート調査を依頼した。集計結果からは、コー

ドの複数エディションの準備、無償であることの有効性、周知活動の重要性が示唆された。

また、ユーザー数の規模については、多く見積もっても 50人程度と予想された。さらに、コ

ードの講習会については、使い方だけでなく、内部被ばく線量評価法の概説にも強いニーズ

があることが確認できた。 

本調査で得られた結果は、講習会の資料作成や令和 5 年度以降のコードの運用、普及促進

活動に反映させることができる。 
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第4章  コード利用者のための講習会の実施内容の策定 

4.1  目的 

令和 3年度事業において、IDCCの効率的かつ効果的な普及促進策として、講習会の開催に

ついて検討した[13]。講習会を実施する場合は、ユーザーの理解をより深めるため、IDCCの

使い方を説明するだけでなく、内部被ばく線量評価の技術や手法に関する講義を実施するこ

とが提案された。そこで、利用希望者のニーズ調査に関するアンケートを実施する際、利用

希望者の講習会における内部被ばく評価法に関する講義の受講意欲や実施形態に関する希望

等も併せて調査し、その結果を踏まえて講習会での実施内容を策定することとした。また、

線量評価や放射線防護に関する他の講習会について調査し、その結果を実施内容に反映させ

ることとした。なお、講習会に関するアンケート調査の結果については、本報告書 3.3.2項 (4)

に記した。 

4.2  他の講習会の調査 

4.2.1  MONDALの開発者への聞き取り調査 

MONDAL（MONitoring to Dose cALculation）は、旧・放射線医学総合研究所（現・国立研究

開発法人量子科学技術研究開発機構。以下、「量研」とする。）が開発したソフトウエアで、体

外計測やバイオアッセイなどの個人モニタリングの結果から 1990 年勧告を踏まえたデータ

を基に摂取量及び預託実効線量を算出するものである[14]。そこで、MONDAL の開発者に対

し、MONDALの使い方に関する講習会開催の実績や、MONDALを使った研修等について聞

取り調査を行った。 

MONDALの使い方のみの講習会を開催した実績はないが、量研で実施している放射線の専

門家・指導者を養成するための種々の研修コース[23]における内部被ばく線量評価に関する演

習で MONDAL が活用されているとのことであった。演習内容としては、受講者自身で

MONDAL を操作し、急性摂取後の 1 回のモニタリング結果から摂取量及び実効線量を評価

するというものである。 

4.2.2  原子力機構の研修コースの調査 

原子力機構は、RI・放射線技術者を養成するための研修コースを開催している[24]。その中

で、放射線防護関係の業務に従事する技術者向けの研修である放射線防護コースにおいて、

内部被ばく線量評価に関する講義及び演習が実施されている。この講義と演習の内容を調査

した。 

講義では、内部被ばくモニタリングの目的や測定方法、モニタリングの結果から線量を導

出する手順、関連法令等について解説が行われている。演習は、量研と同様に急性摂取後の 1

回のモニタリング結果から摂取量及び実効線量を評価するという内容であるが、計算コード

は使用せずに関数電卓を用い、各ステップで講師が問題の説明及び答え合わせをしながら進

めていく方法を採用している。以下に例として、3Hの急性摂取時の尿バイオアッセイの結果
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から預託実効線量を算出する課題及びその中でのステップを示す。 

課題：3Hの急性摂取時の尿バイオアッセイの結果から、預託実効線量を算出する 

(1) 摂取量の評価 

3Hの急性摂取に対する排泄率の時間関数データと 1回の尿バイオアッセイの結果（摂取後

の経過日数及び排泄率の評価値）から、摂取量を評価する。 

(2) 50年間の総壊変数の評価 

3H の排泄による減衰を単一の指数関数として表されると仮定し、生物学的半減期（10 日）

と物理学的半減期（12.33 年）から関数電卓で 50 年間の総壊変数を計算する。 

(3) 比実効エネルギーSEE（2007年勧告では放射線加重 S係数 Swに相当する）の評価 

3Hは全身の軟組織に均一に分布し、壊変によるエネルギーはすべてその場に吸収されると仮

定し、1壊変あたりの平均エネルギー（5.7 keV）と軟組織質量（63 kg）から SEEを計算する。 

(4) 預託実効線量の評価 

ステップ(2)の総壊変数とステップ(3)の SEEから、預託実効線量を計算する。 

演習時間は 70 分あり、参加者に割り当てられた計算時間は各ステップで 5 分から 10 分程

度であった。見学した際は、10名程度の参加者全員が一連の計算に対応できていた。 

4.2.3  PHITS講習会 

原子力機構が開発を進めている汎用放射線輸送計算コード PHITS（Particle and Heavy Ion 

Transport code System）[25]は、講習会の開催を通じて多くのユーザーを獲得し、普及が進んで

きた。PHITSの講習会は、参加者に PHITSをパソコンにインストールさせるところから開始

し、順次課題を与え、実際に PHITSを操作させることにより参加者に技術を習得させている。

PHITSの講習会は 10 年以上の実績があり、コードの使い方に関する講習会として例題を使っ

た演習は効果的と考えられる。 

4.2.4  調査のまとめ 

今回調査した 3 つの講習会の対象者は、放射線防護に関連する業務の従事者であり、被ば

く線量評価を専門としない者も参加者に含まれていた。量研と原子力機構による研修コース

における内部被ばく線量評価に関する演習では、いずれも急性摂取後の 1 回のモニタリング

値から核種の摂取量及び預託実効線量を算出するというものであった。設定する課題のレベ

ルとしては、これらのようにシンプル、かつ発生例も多く想定される条件が適していると考

えられる。今回調査した講習会においては、計算コードの利用、関数電卓による手計算と異

なる二つの手法が採用されていた。種々の仮定により計算手順をシンプルにできる摂取条件

を設定し、一連の流れを計算、確認しながら進めることは、内部被ばく線量評価の手順の理

解促進に有効であると考えられる。 

また、コード使用法に関する講義の参考として、PHITSコードの講習会について調査した。

参加者に例題を与え、実際に操作させる手法は、参加者の技術習得に有効であると考えられ

る。IDCCは、令和 2年度事業において、操作マニュアルに加えて例題集も作成しており、使

い方に関する講義で活用することができる。 



 

23 

 

4.3  講習会実施内容 

4.3.1  講習会の構成及び実施形態 

講習会の構成は、3.3.2 項 (4)に示すアンケート調査の結果から、内部被ばく線量評価の概

説と IDCC の使い方に関する講義の 2 部構成とすることが、ユーザーのニーズに合致すると

ともに理解促進に有効と考えられる。 

実施形態については、3.3.3 項に記したとおり、対面、オンラインともにニーズはあり、そ

れぞれにメリット、デメリットがある。当面はややニーズが高いオンラインで実施すること

とし、オンライン講習会の参加者からのフィードバックや利用希望者からの要望等に応じて、

対面での開催を検討することとする。また、第 2 回検討委員会では、参加希望者の都合にも

配慮し、複数回の開催日程を確保するとともに早期に周知することの重要性が指摘された。 

4.3.2  講義内容及び資料案 

第 3 章に記すアンケート調査や 4.2 節に示す他の講習会の調査を踏まえて、講習会の講義

の内容を策定するとともに、資料案を作成した。 

講義の内容については、3.3.2項に示すアンケート結果を踏まえ、内部被ばく線量評価法の

概説と IDCC の使い方に関する講義の 2 部構成とする。内部被ばく線量評価法の概説におい

ては、本事業の検討委員会において、ICRPの放射線防護体系、特に実効線量等の防護量や標

準人という概念を理解させることの重要性が指摘された。評価法概説に係る講義資料案の作

成にあたっては、実効線量の説明に重点を置いた。使い方に関する講義では、IDCC 機能制限

版を用いて例題を解くことで使い方を習得する内容とし、令和 2年度事業で整備した例題集を

活用して資料案を作成した。各講義資料案については、それぞれ付録 1及び付録 2に収録した。 

4.4  まとめ 

令和 3 年度事業における検討委員会において、IDCC の効果的かつ効率的な普及促進策の

ひとつとして、利用者のための講習会の開催が挙げられた。講習会では、IDCCの使い方を説

明するだけでなく、ユーザーの理解をより深めることを目的に内部被ばく線量評価法の概説

も実施することが提案された。そこで、令和 4 年度は、量研や原子力機構が実施している研

修コースやコード利用に係る講習会を調査するとともに、アンケートにより利用希望者の意

向を確認して、実施形態及び内容を策定することとした。 

研修コースの調査からは、内部被ばく線量評価法の理解を促すため、シンプルな摂取条件、

モニタリング条件について実際に摂取量の推定及び被ばく線量の評価を行わせる演習が有効

であることが示唆された。また、PHITS コードの講習会の調査では、コードの使い方の理解

促進についても、演習の重要性が推察された。以上の調査結果を踏まえ、講習会は内部被ば

く線量評価法の概説と IDCC の使い方に関する講義の 2 部構成とし、その講義資料案を作成

した。実施形態に関しては、アンケート調査の結果を踏まえ、まずはオンラインで開催する

こととした。以上により、令和 5 年度以降に開催する IDCC 利用者のための講習会の実施内

容を策定することができた。 
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第5章  検討委員会及び外部発表 

5.1  検討委員会の設置・運営 

本事業で設置した検討委員会の構成員を表 5-1 に示す。委員会は 2 回開催し、第 1 回会合

を令和 4 年 9 月 27 日に、第 2 回会合を令和 5 年 2 月 21 日にそれぞれ実施した。議事録を付

録 3に収録する。 

表 5-1 令和 4 年度 内部被ばく線量評価コードの普及に関する検討委員会 

 氏 名 所 属 

委員長 細田 正洋 国立大学法人弘前大学大学院保健学研究科 

放射線技術科学領域 

委 員 沖 雄一 国立大学法人京都大学複合原子力科学研究所 

〃 谷 幸太郎 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構放射線医学研究所 

計測・線量評価部 

〃 福田 直子 国立大学法人長崎大学原爆後障害医療研究所 

アイソトープ診断治療学研究分野 

〃 吉田 浩子 国立大学法人東北大学サイクロトロン・ラジオアイソトープ 

センター 

幹 事 高橋 史明 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

安全研究センター 

事務局 真辺 健太郎 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

安全研究センター 

5.2  外部発表 

IDCCを広く周知するため、第 6回アジア・オセアニア放射線防護会議（AOCRP6）に参加

して IDCC の概要及び今後の計画について発表した。発表資料を付録 4 に収録する。なお、

本発表に係る要旨は、インド放射線防護学会が発行する雑誌、Radiation Protection and 

Environment誌に掲載された。 

発表における質疑は以下のとおり。 

質問：摂取量推定の結果の検定はどのように行うのか。 

回答：検定は行っていない。点推定の結果を文献値と比較することにより妥当性を確認した。 

質問：動態データを取得し、組み込む予定はあるか。 

回答：具体的な計画はない。ヨウ素の取込み割合の影響について解析したいと考えている。 

質問：検出下限値以下の結果は取り扱えるか。 

回答：下限値の半値として評価に含めることができる。  
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第6章  あとがき 

平成 29 年度から令和 2年度までの放射線安全規制研究戦略的推進事業費（内部被ばく線量

評価コードの開発に関する研究）事業で開発した IDCCについては、ICRP 2007 年勧告を国内

の放射線規制に取り入れた後に国内の被ばく線量評価で技術的基盤として活用されることが

期待される。そこで、令和 3 年度放射線対策委託費（内部被ばく線量評価コードの高度化及

び運用・普及促進）事業では、IDCCを効率的に運用するとともに、普及促進に係る取り組み

について検討を実施した。同事業の下で設置された検討委員会では、より効率的かつ効果的

なコード提供体制の構築のためのニーズ把握や講習会の実施内容の策定に資することを目的

に、アンケート調査を実施するよう助言があった。これらの助言や検討結果に基づき、令和 4

年度は、アンケート調査を実施するとともに講習会に関する調査、検討及び実施内容の策定

を行った。 

アンケート調査では、本事業で設置した検討委員会における議論を基に質問項目を設定し、

Google フォームを利用してアンケートサイトを用意した。そして、放射線や被ばく線量評価

に関連する学協会にアンケートへの協力を依頼し、調査を実施した。その結果、IDCCの潜在

的なユーザー規模を把握するとともに、ユーザーが講習会に求める内容について確認するこ

とができた。得られた情報は、IDCCの効率的な運用、管理体制の構築に有用であるとともに、

講習会実施内容の策定にも反映させることができた。 

講習会の実施形態及び内容については、他の講習会の調査及びアンケート調査を行うこと

で検討を進めた。アンケート調査により、IDCCの利用希望者は、講習会の受講に意欲的であ

り、使い方だけでなく内部被ばく線量評価法の概説に対して強いニーズがあることが確認で

きた。また、実施形態については、対面、オンラインともにニーズはあるものの、当初は参加

障壁の低いオンラインで講習会を開催することが適当であると結論づけた。さらに、講義で

使用する資料案についても作成した。 

令和 5 年度は、令和 4 年度事業によって内容を策定した講習会を実施し、参加者からフィ

ードバックを得ることで講習会の質を高めることが期待される。また、アンケート調査によ

り認知度の向上が普及・利用促進につながる可能性が示唆されたことから、効果的な周知活

動について検討する必要があると考えられる。 
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付録 1 講習会資料案 内部被ばく線量評価の概説 
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付録 2 講習会資料案 内部被ばく線量評価コードの使い方 
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付録 3 検討委員会 

本事業では、検討委員会会合を 2回開催した。以下に、各会合の議事録を示す。 
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令和 4 年 10月 5日 

日本原子力研究開発機構 

 

令和 4年度第 1回内部被ばく線量評価コードの普及に関する検討委員会 議事録 

 

1. 日時 

令和 4年 9月 27日（火）15時 00分～16時 00分 

2. 場所 

日本原子力研究開発機構 東京事務所 第 1会議室（東京都千代田区）及び 

オンライン（WebEx） 

3. 出席者（敬称略） 

（委員長）細田正洋 

（委員）沖雄一、谷幸太郎、福田直子、吉田浩子 

（幹事）高橋史明 

（事務局）真辺健太郎 

（オブザーバ）高橋知之、森泉純、伊豆本幸恵、中嶌純也 

（オブザーバ・オンライン）鈴木亜紀子 

4. 議題 

1) 令和４年度事業の計画について 

2) コード利用者のための講習会の実施内容の策定方法について 

3) コードに対するアンケート調査の内容及び調査対象について 

4) その他 

5. 資料 

配付資料 R4普-1 第 1 回委員会説明資料 

参考資料  令和 4年度委員会名簿 
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6. 議事要旨 

議題毎に事務局より内容を説明し、それぞれについて以下のような質疑応答、コメント等

があった。 

議題 1) 令和４年度事業の計画について 

質問：昨年度までの検討では、PCにインストールして実行するパッケージ版にはフル機能版

と機能制限版があったが、言及がない。フル機能版とウェブアプリの 2 本立てとなったの

か。また、講習会で使用するコードはどちらの版か。 

回答：パッケージ版は従来どおりフル機能版と機能制限版がある。また、講習会ではパッケ

ージ版の機能制限版を使用する。 

質問：ウェブアプリは、機能制限版をウェブ版にするということか。 

回答：ほぼそのとおりである。ウェブアプリでは選択できる核種の数が限られている。 

議題 2) コード利用者のための講習会の実施内容の策定方法について 

コメント：線量係数の算出プロセスについては、ある程度解説する必要があると考える。線

量係数は防護量であり、線量限度を超えるおそれのある被ばく状況において標準人とは異

なる個人に対して直接的に適用できるとは限らないことを理解してもらうためには、線量

係数の算出プロセスや使用するモデルやデータに相当の不確かさが伴う可能性があること

を知ってもらう必要がある。 

コメント：内部被ばく線量評価は概念的なもので、一般的には理解が難しい。例えば、同じ

数量でも核種が違えば線量が異なることを理解してもらうためにも、算出プロセスについ

てある程度の解説が必要であろう。 

回答：解説資料に取り入れたい。 

コメント：対象によって、説明すべき内容が変わってくるのではないか。例えば、大学院生

レベルであればある程度深く説明してもよいだろうし、学部生や実務担当者であれば、概

念的な説明が限界かもしれない。 

回答：現状では一律の講義内容を想定しているが、今年度実施するアンケート調査結果も踏

まえて内容を検討する。 

コメント：PHITSコードの講習会では、オンライン講習会や YouTube での講義動画公開など、

様々な取組がある。本事業でも検討してはどうか。 

回答：アンケートでのニーズ調査結果も踏まえて、ニーズに合わせた方法を検討したい。 

コメント：中核人材研修でホールボディカウンタに関する研修があり、このコードを活用で

きるのではないか。ウェブアプリも理解の促進につながると考える。 

コメント：文科省の放射線安全管理者のための研修にも活用できるのではないか。一方、放

射線業務従事者の教育等にはレベルが高いと思われる。 

コメント：まだ対面で多くの参加者を集めるのは難しい状況である。オンラインで開催する

と参加障壁が大幅に減って参加者が増え、普及促進効果が高いのではないか。 

質問：講習会は参加費を徴収するのか。 
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回答：コードを活用できる研修会や講習会開催方法を検討する。開催方法については、アン

ケートの調査項目に入れることも検討する。参加費の徴収は考えていないが、今後の事業

において参加費の徴収を考える必要が生じた場合は、規制庁と相談する。 

議題 3) コードに対するアンケート調査の内容及び調査対象について 

コメント：アンケートページの冒頭に、回答に要する概算時間を記載するとよい。 

コメント：アンケート項目として、コードの使用目的を追加してはどうか。 

コメント：アンケート調査対象として、電事連、原安協、影響協会、消防庁等のファーストレ

スポンダー、その他日環研や東京ニュークリア等の民間会社も対象となり得るのではない

か。原子力立地自治体等は、JAEA高原氏が取り組んでいる事業のネットワークでアプロー

チできるのではないか。 

コメント：アンケート項目のうち現状記述式としている項目については、代表的な回答案を

列挙して選択式とし、その他の場合に記述してもらうと回答者の負担が減ってよい。 

コメント：保健物理学会でアンケート調査を実施したチームに助言を受けるとよい。 

コメント：アンケートについては、事前の試運用を行うべき。 

回答：頂いたコメントを踏まえてアンケート調査内容を策定し、試運用も兼ねて一度確認を

お願いしたい。 

議題 4) その他 

事務局より、アジア・オセアニア放射線防護会議で開発コードについて発表すること、2回

目の委員会審議を 2月下旬から 3月上旬頃に開催予定であることが報告された。 

 

以上 
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令和 5 年 3月 15日 

日本原子力研究開発機構 

 

令和 4年度第 2回内部被ばく線量評価コードの普及に関する検討委員会 議事録 

 

1. 日時 

令和 5年 2月 21日（火）10時 35分～11時 30分 

2. 場所 

日本原子力研究開発機構 東京事務所 第 7会議室（東京都千代田区）及び 

オンライン（WebEx） 

3. 出席者（敬称略） 

（委員長）細田正洋（オンライン） 

（委員）沖雄一、谷幸太郎、福田直子（オンライン）、吉田浩子（オンライン） 

（幹事）高橋史明 

（事務局）真辺健太郎 

（オブザーバ）高橋知之、森泉純 

（オブザーバ・オンライン ）荻野晴之、伊豆本幸恵、中嶌純也、喜多充 

4. 議題 

1) コードに対するアンケート調査の結果について 

2) コード利用者のための講習会の実施内容について 

3) 学会等における成果発表について 

4) その他 

5. 資料 

配付資料 R4普-2 第 2 回委員会説明資料 
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6. 議事要旨 

議題毎に事務局より内容を説明し、それぞれについて以下のような質疑応答、コメント等

があった。 

議題 1) コードに対するアンケート調査の結果について 

コメント：使用目的として中核人材研修での利用という回答があったが、カリキュラムの変

更は難しいのではないか。 

コメント：2007年勧告の法令取入れのタイミングであれば、変更しやすいかもしれない。 

コメント：MONDALの 2007年勧告対応版へのアップデートの見込みがないのであれば、2007

年勧告の法令取入れのタイミングで IDCCを使えるようにして頂きたい。 

コメント：研修でコードを使う際は、いつの主勧告をベースにしているかを明確にする必要

がある。 

議題 2) コード利用者のための講習会の実施内容について 

質問：講習会の参加数や時間はどの程度を想定しているか。 

回答：オンラインでの開催とすると、参加者の理解度を確認しながら講習を進めるには 10数

名程度の参加数が限度と考えている。時間は、内部被ばく線量評価の概説とコードの使い

方を合わせて 3時間程度、半日以内を想定している。 

コメント：大学での出張講義を想定する場合、1コマ 90分という制限があるとともに、続け

て 2 コマ開催することは調整が難しい。また、旅費の負担、謝金の有無等、予算に関する

事項を明確にする必要がある。 

質問：オンラインで開催とのことだが、ウェビナー形式か通常の対話形式か。 

回答：参加者のフォローが必要となるので、通常の対話形式で開催し、参加者は手元でコー

ドを操作しながら受講することを想定している。 

質問：参加者の PCは Mac も対応予定か。 

回答：開発したコードは Windows、Mac、Linux で動作する。 

質問：講習会の開催頻度はどの程度か。 

回答：初年度は手探り状態なこともあり、1回のみの開催を想定している。 

コメント：年 1 回ではなかなか都合が合わないケースもある。また、開催日程を早めに周知

する必要がある。 

議題 3) 学会等における成果発表について 

コメント：検定機能があると、評価値がどの程度合っているかを定量的に確認できて有用で

ある。今から機能を付加するのは難しいかもしれないが、検討してはどうか。 

回答：検定について調査し、機能付加できるか検討する。 

（事務局補足：ここでいう検定は、推定された摂取量に基づく計算上の時間変化値に対する

モニタリング結果のばらつきに関するものである。） 

質問：検出下限値以下のモニタリング結果を考慮するとはどういう意味か。 



 

付-41 

 

回答：長期に亘るモニタリング評価が必要となる事例では、検出下限値以下という結果も含

めた摂取量推定が行われることがある。開発コードでは、検出下限値の半値であったと仮

定するという考え方を採用している。 

議題 4) その他 

・コードの認知度向上の取組に関して 

コメント：2022年 11月の日本保健物理学会・日本放射線安全管理学会合同大会では、企業展

示に加えて、アカデミアが出展するブースを設けるという試みがあった。今後継続される

のであれば、2023 年 11月に予定されている ICRP シンポジウムと併催の日本保健物理学会

への出展を検討してはどうか。ただし、出展に係る実費は必要となる。 

コメント：文科省と国立大学のアイソトープセンターが主催の放射性同位元素等取扱施設安

全管理担当教職員研修というものがあり、ここで実習や講演を行ってはどうか。令和 6 年

度の研修には提案できるのではないか。 

コメント：アウトリーチ活動も研究計画に盛り込むことで予算を確保できるのではないか。 

・事務局より連絡 

3 月上旬に報告書案及び講習会資料案について確認を依頼する予定である旨、説明があっ

た。 

 

以上 
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付録 4 外部発表 

1. 外部発表 

・国際会議要旨 1件 

(1) K. Manabe and F. Takahashi, Internal Dose Calculation Code in Line with the ICRP 2007 

Recommendations, Radiat. Prot. Environ. 46(5) s185–s186 (2023). 

発表した会議：6th Asian and Oceanic Congress on Radiation Protection (AOCRP6), Invited talk, 

Mumbai, India, 2023. 

 

2. 発表資料 

1.に記した発表での資料を以下に示す。 
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